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2024年８月2５日 津田教育会館夏の講演会

教員不足、非正規化という

教育危機を乗り越えるために

－データでみる香川の教育条件ー

展望

ゆとりある教育を求め全国の教育条件を調べる会

山﨑洋介



本日の課題

少人数学級を実現するには
教員不足、長時間過密労働、非正規化を解消
するには

どうしたらよいか？

枠の中の生き残り競争・自助努力

〇教育条件改善求める幅広い共同
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読売新聞（2022.1.31）

深刻化する教員不足

潜在教員（ペーパーティーチャー）は全国に100万人以上（文科省）
→ 教員免許保持者が不足しているわけではない

「身分は尊重され、待遇の適正が期せられる」（教基法9条）
が実現できていないため学校現場に呼び込めていない。



教員の

長時間過密労働
の解消
と

教職の魅力(働きがい)の確保
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長時間過密労働解消と
生徒の学習権保障を
両立させるためには

①「やらされ」（義務的）仕事を減らす
（教育内容・授業時数も含めて）

②教員を増やして授業持ちコマ数を減らし
少人数学級にして担当生徒数を減らし
勤務時間内に専門的裁量労働時間を確保する



公立学校の

人と予算を決める制度
を知る必要がある

いま学校に必要なのは
知恵と工夫ではなく
正規教員と教育予算



日本は教育条件基準法制度が未確立

・公立私立を問わず、すべての学校に適用
・子どもの学習権保障のための最低基準
・ナショナル・ミニマム・スタンダード（国家最低限保障基準）
・教育の機会均等実現のために国が財政保障

1947年 教育基本法・学校教育法成立 学校設置基準制定を予定

1949年 文部省「学校基準法案」「学校財政法要綱案」を準備 →挫折

1946年 日本国憲法公布 第26条 教育を受ける権利、義務教育無償



学校財政法要綱案 文部省 1949年3月26日発表

一、この法律は、教育の機会均等を確保し、教育費に対する国民の負担の均衡を図るため、国立大学及び

公立学校に要する経費の基準とその負担区分を定め、もって学校基準法（未定）に定める
学校の教育課程編成及び施設の充実を期し、教育の発達に資することを目的とする。

二、公立学校に要する経費は、次の区分によること
イ 学校の維持管理に要する経費
ロ 職員の給与、旅費及び研修に要する経費

ハ 生徒・児童の教科書、学用品その他学修に要する経費
および保健・衛生上必要なる経費

ニ 学校の施設に要する経費

三、前項の経費の費目及び算定基準は政令で定める

四、公立学校経費の負担区分は次の通りとする。

１、総務教育の学校経費

イ 第二項中イ及びハに掲げる経費は、設置者の負担とし、その半額を国庫負担とする。
ロ 第二項中ロに掲げる経費は、都道府県の負担とし、その半額を国庫負担とする。
ハ 第二項中ニに掲げる経費は、設置者の負担とし、その半額を国庫負担とする。

ただし、設置者の負担する経費は、地方債をもってその財源とすることができる。



日本は教育条件基準法制度が未確立

・公立私立を問わず、すべての学校に適用
・子どもの学習権保障のための最低基準
・ナショナル・ミニマム・スタンダード（国家最低限保障基準）
・教育の機会均等実現のために国が財政保障

1947年 教育基本法・学校教育法成立 学校設置基準制定を予定

1949年 文部省「学校基準法案」「学校財政法要綱案」を準備 →挫折

1951年 義務教育費国庫負担法（新法）成立

1946年 日本国憲法公布 第26条 教育を受ける権利、義務教育無償

1958年 義務標準法成立 学級編制・教職員定数の標準
→義務教育費国庫負担金、地方交付税の財政補助基準

1961年 高校標準法成立 学級編制・教職員定数の標準

⇒私立学校も準用し事実上の「学校設置基準」に(1975年私学振興助成法)



憲法２５条 生存権

健康で文化的な最低限度の生活を営む権利

国の社会福祉、社会保障および公衆衛生の向上、増進義務

公立義務制学校
への財政補助

教育のナショナル・ミニマムを保障

義務教育水準の維持、向上

義務教育費国庫負担金（教職員給与の1/３補助）

↑義務教育費国庫負担法
＋

地方交付税 （２/３の分を一般財源交付）

   ↑義務標準法の標準定数

公立高校への
の財政補助

地方交付税 (一般財源交付)

   ↑高校標準法の標準定数      

憲法２６条 教育権

教育を受ける権利

義務教育は無償

国の自治体への教職員給与費財政補助制度

私立学校への
の財政補助

経常費助成費補助金
↑私立学校振興助成法



公立学校教職員給与費のほとんどは

教育現場の必要性から定められた

教育条件基準と

それを保障するために定められた

財政補助基準
によって決められている。



教育条件基準と財政補助基準を改善すれば

人と予算が増やせる！

この制度を他の教育費にも充実拡大すれば

教育全体の人と予算が増やせる！

→私立学校（私学助成）にも準用
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学級編制
公立小中学校の学級編制権は市町村に

学級編制標準 ： 財政補助基準としての学級定員



義務制諸学校においては

編制された学級数が
教員の定数と給与費負担

（自治体負担＋国負担）

の基準となっている

この基準が、児童生徒数ではない
ことが重要



学級編制の上限人数を少なくする（＝少人数学級制）

＋

学校現場に人と予算が増える

↓
学級の子どもの数が少なくなって、教育しやすくなる

↑
政府・自治体は人と予算を
負担しなければならない
これが、教育の充実を求める国民と

教育財政負担を減らしたい政府・自治体との間で
学級編制をめぐって争われてきた最大の理由



小中学校単式普通学級の学級編制標準
1959～1963年 50人学級制に改善

1964～1968年 45人学級制に改善

1980～1991年 40人学級制に改善

2011 小1のみ35人学級制に改善

２０２１～２０２５ 小２～６ 35人学級制に改善

※複式学級、特別支援学級、
特別支援学校の学級編制基準も改善が進んだ

少
人
数
学
級
制
を

求
め
る
運
動



３５人



公立高等学校の学級編制の標準の歴史

法改正年 定数改善計画
全日制 定時制

普通科 専門学科 普通科 専門学科

①1961年 1962-66年度 50名 40名 50名 40名

②1967年 1967-71年度・1969-73年度 45名 40名

③1973年 1974-78年度

④1980年 1980-91年度

⑤1993年 1993-98-2000年度 40名

⑥2001年 2001-2005年度

〇現在 改善計画なし 40名 40名 40名 40名

少子化で生徒数減の現在、学級編制標準の少人数化のチャンス



少人数学級制は

ゆきとどいた教育を保障し

(高校)受験競争の激化
遠距離通学
過疎化の加速
をまねく

学校統廃合を
くい止める力ともなる

出典：文科省「廃校施設等活用状況実態調査」

公立学校の年度別廃校発生数(1992年度〜2017年度)
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少人数学級制 ではなく

正人数学級制
をもとめよう



実学級数
実際に編制された学級数（特支、複式学級含む）
少人数学級等自治体独自の増学級分も含む

標準学級数
標準法の標準どおり編制した場合の数

教職員給与費等国庫負担はこの分のみ対象に



実学級数 ＝ 標準学級数

自治体独自努力による

＝ 増学級数

－
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2023年度公立小中学校増学級率（47都道府県＋20政令市ランキング）

「神奈川県」は、政令指定都市の横浜市、川崎
市、相模原市以外の自治体を表す

増学級率＝実学級数÷標準学級数



教職員定数
標準定数 ： 自治体におくべき

教職員数の標準



教職員定数の算定方法

標準定数 ＝ 基礎定数 ＋ 加配定数

学級数、
児童生徒数
などの
客観基準
で算定

特定の目的のため
自治体が申請し、
文科省が
配当数を決定
客観基準なし

定数
決定方法

予算
決定方法

自動算定
（機械的）

財政折衝で予算枠
（文科省・財務省毎年度）



文部科学省

都道府県・政令市教育委員会
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数
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標準法
標準定数算定ルール

教育委員会が決める

教職員配当基準
各学校への配当ルール

客観基準なし
配当で施策誘導？

客観基準なし
配当で施策誘導？

申
請
・
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告
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2023公立小中学校教員の基礎定数・加配数と配当率

基礎定数 A 加配定数 B 加配配当率 B/A

基
礎
定
数
・
加
配
定
数
の
配
当
数
（
単
位
：
人
）

加
配
定
数
の
配
当
率
（
単
位
：
％
）

「定数算定表」より作成
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教職員
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しかも
・校種
・職種
・任用形態
などについて検討すべき点がある
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2023 公立義務制教職員定数充足数

実数ー標準定数＝定数充足数

文科省「教職員実数調」「定数算定表」より作成
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2023 公立義務制教職員定数充足数（東京都以外）

実数ー標準定数＝定数充足数

文科省「教職員実数調」「定数算定表」より作成
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全
国
計

2023公立小中学校教員定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成
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文科省「教職員実数調」「定数算定表」より作成
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2023公立小中学校養護教諭等定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成
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2023公立小中学校事務職員等定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成
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2023公立小中学校栄養職員等定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成
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2023特別支援学校教職員定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成
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2023公立小中学校教職員全職種定数充足率

「定数算定表」「教職員実数調」より作成



非正規化
安上がりの「教育改革」のために

少子化進行による正規採用控え

代替補充制度の整備と需要増
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※産・育休代替を除いて計算
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2023公立小中政策的非正規教職員率

出典：「教職員実数調」より著者作成



出典：文部科学省（2024）「教職員配置の在り方等に関する関連資料」

授業持ちコマ数を減らすには

どうしたらよいか？



乗ずる数・除すべき数
を改善すれば

学級担任外教員数が増え

授業持ちコマ数を減らせる



義務標準法第7条1項1号で算定される教頭・教諭・講師等を教員主定数と呼ぶことにする

標準定数

第1号 第２号 第３号 第４号 第５号 第６号 第７号 第８号 第９号

小中計 27439 493716 2262 2283 8962 9652 1812 2867 142 39 19819 21332 590325

法：公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

令：公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令

通級指導
日本語

指導
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研修
分校

寄宿舎

指導員

2023年度公立小中学校教員主定数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典「教職員定数算定表（校長・教諭等定数）」より筆者作成

基礎定数 加配定数

法律・

政令
法第６条

法7条1項 法第7条と15条

令第３条

令第７条

第１～4項

及び第6項

合計
内容 学校長

教頭・教

諭・講師等
教頭複数 過大規模

規模別

加配

約84％



教員主定数 ＝ A標準学級数 × B乗ずる数

学級担任数 × 全ての授業担任するには
学級担任数の何倍必要か

義務標準法の教員主定数算定式モデル

教育条件を改善する方法

①c学級規模（学級定員）を改善 ②d教員1人当たり授業担当時数を改善

b児童生徒の授業時数

a児童生徒数

c学級規模(学級定員)

d教員1人当たり授業担当時数

a児童生徒数

c学級規模(学級定員)



○○県の小学校教員主定数の算定方法（義務標準法第7条1項1号）

「○○県の小学校教諭等の標準定数」

＝ 「○○県全体の１、２学級規模の標準学級総数」 × １．０００（乗ずる数）
＋「○○県全体の３、４学級規模の標準学級総数」 × １．２５０（乗ずる数）

＋「○○県全体の５学級規模の標準学級総数」 × １．２００（乗ずる数）

＋「○○県全体の６学級規模の標準学級総数」 × １．２９２（乗ずる数）

＋「○○県全体の７学級規模の標準学級総数」 × １．２６４（乗ずる数）

・
・

＋「○○県全体の40学級以上規模学級規模の標準学級総数」 × １．１３０（乗ずる数）

「○○県の教員主定数」 の算定モデル

＝ ○○県全体の標学級総数 × 乗ずる数（法定された1以上の小数）

＝ 学級担任基礎数 ＋ 学級担任外基礎数
（標準学級総数×乗ずる数１） （標準学級総数×乗ずる数の１以上の分）



小学校

月 火 水 木 金

1 1 2 3 4 5

2 6 7 8 9 10

3 11 12 13 14 15

4 16 17 18 19 20

5 21 22 23 24 25

6 26 27 28

週平均授業2４コマ担当

月 火 水 木 金

1 1 2 3 4 5

2 6 7 8 9 10

3 11 12 13 14 15

4 16 17 18 19 20

5 21 22 23 24 25

6 26 27 28

週平均授業20コマ担当

乗ずる数
1.2倍化



中学校

月 火 水 木 金

1 1 2 3 4 5

2 6 7 8 9 10

3 11 12 13 14 15

4 16 17 18 19 20

5 21 22 23 24 25

6 26 27 28 29

週平均授業15コマ担当

月 火 水 木 金

1 1 2 3 4 5

2 6 7 8 9 10

3 11 12 13 14 15

4 16 17 18 19 20

5 21 22 23 24 25

6 26 27 28 29

週平均授業18コマ担当

乗ずる数
1.2倍化
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公立小学校教諭の一日平均授業担当時数と標準授業時数

教諭平均

授業担当者のみ平均

標準授業コマ数

出典：「小学校学習指導要領」「学校教員統計調査」より著者作成

◆小学校標準授業時数（全学年計）
※1単位時間＝45分

1958～1967年度 5821時間

1968～1976年度 5821時間
1977～1997年度 5785時間
1998～2007年度 5367時間
2008～2016年度 5645時間
2017年度～ 5785時間

◆週当たり授業日数計算
  ～1991年度 5.5日（毎週土曜半日）

1992～1994年度 5.375日（月1回土曜休）
1995～2001年度 5.25日（月2回土曜休）
2002年度～ 5日（完全学校5日制）

1コマ45分間
1年度35週として計算
標準授業時数は学年により異なるが
週平均27.5コマとして計算
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中学校教諭の一日平均授業担当コマ数と標準授業時間一日平均

標準授業時コマ数

授業担当者のみ

教諭平均

1コマ50分間
1年度35週、週29コマとして計算

出典：「小学校学習指導要領」「学校教員統計調査」より著者作成



乗ずる数を1.2倍にした場合に追加が必要な公立小中学校教職員定数と給与費

教員主定数（人）

A

1.25倍の場合（人）

B＝A×0.2

本務教員単価（円）

C

給与費（円）

B×C

493,716                    98,743                      ¥6,330,000 ¥625,044,456,000

※教員主定数：義務標準法7条1項1号で算定される教頭・教諭・講師等の定数（2023 年度「定数算定表」より）

※本務教員給与費単価は2021年度「地方教育費調査」「学校基本調査」より計算

   退職手当、共済負担金等を除く

約9万9千人

乗ずる数1.2倍に必要な教員数と予算額

約6250億円

標準定数

第1号 第２号 第３号 第４号 第５号 第６号 第７号 第８号 第９号

小中計 27439 493716 2262 2283 8962 9652 1812 2867 142 39 19819 21332 590325

法：公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

令：公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令

通級指導
日本語

指導

初任者

研修
分校

寄宿舎

指導員

2023年度公立小中学校教員主定数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典「教職員定数算定表（校長・教諭等定数）」より筆者作成

基礎定数 加配定数

法律・

政令
法第６条

法7条1項 法第7条と15条

令第３条

令第７条

第１～4項

及び第6項

合計
内容 学校長

教頭・教

諭・講師等
教頭複数 過大規模

規模別

加配



教員主定数 ＝ A収容定員 ÷ B除すべき数

÷ 教員1人あたりが担当する
生徒人数は何人か

高校標準法の教員主定数算定式モデル

教育条件を改善する方法

d教員1人当たり授業担当時数を改善 → 除すべき数の数値を改善

a生徒数

b学校の全授業時数
a生徒数 ÷

d教員1人当たり授業担当時数 ×

※授業は教科担任制であるのに
全授業数で計算することは
実態とそぐわない算定方式
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文科省「学校教員統計調査」より作成



地方議会において、国にむけた意見書採択をめざす
とりくみにご協力をお願いします

「意見書案」「提出マニュアル」「学習会資料」
をダウンロードできます→

教職員定数改善計画を策定・実行し

・少人数学級制の拡充

・「乗ずる数」「除すべき数」の数値改正

を行い、正規教員を抜本的に増やすことを求めます



秋
田
市
の
加
賀
屋
さ
ん
が
個
人
で
陳
情
し
た
結
果

請願権は国民の権利

憲法第16条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、
法律、命令又は規則の制定、廃止又は改正その
他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、
何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別
待遇も受けない。

〇「意見書」とは、住民代表機関としての
議会が住民の意思を意見としてまとめた文
書で、国会または関係行政庁に対し提出す
ることができる（地方自治法第99条）

○議会のある自治体に居住していない人で
あっても、誰でも行える（子どもでも）

○議員の紹介で求める「請願」と、議員の
紹介なしで求める「陳情」の方法がある

秋田県内の陳情採択状況　　　2023/12/25現在

市町村名 結果 備考

1 秋田市 不採択 持参

2 能代市 採択 持参

3 横手市 採択 総務文教委員会に参考人として出席

4 大館市 未審議

5 男鹿市 不採択 持参

6 湯沢市 審議中

7 鹿角市 採択 持参

8 由利本荘市 採択

9 潟上市 審議せず 持参、「審議になじまない」。配布のみ

10 大仙市 採択

11 北秋田市 採択

12 にかほ市 配布のみ

13 仙北市 未審議

14 小坂町 採択 持参

15 上小阿仁村 採択

16 藤里町 採択

17 三種町 採択 持参、議長懇談

18 八峰町 未審議 持参

19 五城目町 採択 持参

20 八郎潟町 採択 持参

21 井川町 採択 持参

22 大潟村 不採択 持参

23 美郷町 採択 教育民生委員会に説明員として出席

24 羽後町 採択

25 東成瀬村 採択

採択 16

趣旨採択 0

不採択 3

本会議での審議なし 5

うち議員へ配布 (2)

継続 1

計 25



「乗ずる数」を新語・流行語大賞に
by ジョーズルーカズ

2023.11.9

高校問題では ジョスベキスー



中日新聞12月29日

中央教育審議会でも「授業持ちコマ」「乗ずる数」
が議論に。妹尾昌俊委員が山﨑の論文を資料で引用
して紹介。

2023.12.14



2023.2.27 公明党国会議員4名

2019.3.21 社会民主党福島みずほ議員 2022.10.16 れいわ新選組大石あきこ議員

2023.8.10 日本共産党吉良よし子議員秘書

2020.11.13 文科省記者クラブで
少人数学級制拡充提言の記者会見

2021.主要7政党に対し、少人数学級
制拡充に関する公開質問





教育財政
教育現場の必要充足を
保障する法制度を



義務教育費国庫負担金

県費負担教職員の
給与費三分の一を国庫負担



（教職員の給与及び報酬等に要する経費の国庫負担） 

第二条 国は、毎年度、各都道府県ごとに、
公立の義務教育諸学校に要する経費のうち、次に掲げるものについて、

その実支出額の三分の一を負担する。

ただし、特別の事情があるときは、各都道府県ごとの

国庫負担額の最高限度を政令で定めることができる。 

義務教育費国庫負担法

最高限度算定総額×3分の1

国庫負担対象実額

標準定数の分までを国庫負担する
算定するための
ルールが標準法
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国
計

2021公立義務制教職員給与費総額上回り率（ランキング）

注）自治体ごとの加配定数や育休者の比率、臨時的任用者の扱い（講師か教諭か）などに
より総額が変わってくるため、総額上回り率の自治体間比較は、正確なランキングを表さ
ず、あくまでおおまかなめやすとして考えていただきたい。

「義務教育費決算調書」より作成



学んで、調べて、しくみを知れば
光が見えてくる

ゆとりある教育を求め全国の教育条件を調べる会



展 望
教育条件整備法
づくりの提案



教育に
人と予算を



教育現場の実態から
その必要性を訴えて

要望を上げ続けなければ

教育予算は
必ず削減される



教職員定数は23年間で3万5千146人減



児
童
生
徒
数
減
の
時
期
こ
そ

教
職
員
定
数
改
善
の
チ
ャ
ン
ス



ナショナルミニマム
（国家最低限保障）
を守り、発展させる
教育制度を創る

その場かぎりの
あてがい扶持予算ではなく



教育条件基準法 ＋ 教育財政法

ナショナル・ミニマムを保障する制度

・必要充足を原則

・現場専門職・研究者の

  協働で基準内容を検討

・財政当局の介入を受けず

  国と自治体をしばる

義務教育標準法 ＋ 義務教育費国庫負担法

※学級編制・教職員配置だけでなく、

すべての教育条件基準を

  ナショナルミニマムとして保障する制度を構築





30人以下学級を実現するための費用

小学校分 5700億円

中学校分 3500億円

高等学校分 3400億円

合 計 １兆2600億円

授業料と学修費を無償化するために必要な費用

2兆1100億円

私学助成制度の組み替えに必要な費用

1兆2000億円

合計 4兆4700億円

GDP比０．９％分
→教育費は３．４％に上昇

（OECD平均とほぼ同じ水準）



財務省の言い訳





教育に人と予算を
と願う

人々の共同の力で

教育条件基準立法を
（教育条件基準法 ＋ 教育財政法）
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